
【事業の分類】 関連するSDGｓの目標

1

1

1

【事業の内容】

1111

1112

1113

1114

1115

未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 111

政策 その他の特色 コストの方向性

基本目標 重点課題プロジェクト 施策コード

○

子育ち・親育ちの支援の充実 コスト増大

施　策 事業種 継・新 公共施設等総合管理計画 骨格・肉付け

安心して生み育てられる環境の充実 ハード 継続

事業名 可也３放課後児童クラブ整備事業 担当部課 子ども教育部
子ども課

（教育総務課）

事業内容

可也小学校運動場に、新たに定員70人分の児童クラブを建設する。
令和4年度に、設計及び建設工事を行い、令和5年度から供用開始する。
将来的に児童数が減少し、2クラブで対応が可能となったときには、既存の可也
１児童クラブ（H9年度築）を取り壊すこととする。 進捗状況

・
現状

○既存の可也１及び２児童クラブでは、保育ス
ペースに余裕がなく、令和3年度当初で14人、夏
季臨時入所で1人の入所不承諾が発生。
○人口推計では令和11年度まで児童数が減少
しない見通し。さらなる住宅開発もあり。
○可也小学校には余裕教室はなく、児童が安全
に移動できる範囲に公共施設がない。

事業期間 令和4年度 会計種類 一般会計

事業目的

新たな児童クラブを整備することで、入所不承諾を解消し、
共働き世帯が安心して児童を預け、働くことができる環境を
つくる。併せて、満杯になっている既存２施設のスペース確
保による3密の回避・新型コロナウイルス感染症の予防。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

総事業費 72,138 千円
（うち市予算化分）

千円

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 67,276 千円

款 項 目

72,138

3 2 6
67,276 千円

【担当課による評価】

◆活動指標

指標 現状値
当該年度
目標値 最終目標値

入所不承諾者の人数（人） 15 0 0

◆成果指標  

指標 基準値（R1) 当該年度目標値 目標値（R7)

◆事業の必要性など

事業の必要性 ①非常に高い。必ず行うべきである。

保育などのサービスが充実していると思う市民の割合（市民満足度調査） 26.5% 30.7% 40%

行政関与の妥当性 ①行政にしかできない事業である。

事業の効率性
（費用対効果）

②費用はかかるが、それ以上の効果が期待できる。

緊急性 ①市民生活に支障が出ており、すぐに行うべき。

市民ニーズ ①非常に高い

緊急性

妥当性必要性

効率性
市民ニーズ

緊急

行政関
必要性

効率性
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市民ニーズ

緊急性

妥当性必要性

効率性

- - - -
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【事業費】 可也３放課後児童クラブ整備事業

※二段書きのうち（ ）は市の予算を通らない事業費を表す。 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
24,216 24,216

県支出金
2,421 2,421

地方債
38,000 38,000

その他
7,501 7,501

一般財源（a）

事業費（A）
72,138 72,138

主な事業費内訳
●工事請負費：64,481千円●委託
料：4,600千円●備品購入費：
1,416千円●その他（消耗品費、
加入金等）：1,641千円

従事職員数(人) 0.8 平均人件費

総コスト（A＋B） 79,098
総コスト
計

79,098

8,700

人件費（B） 6,960
人件費割合

(%)
8.8

財源の
種類

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等 補助率等
（地方債は交付税措置率）

国庫支出金
子ども・子育て支援施設整備交付
金

子ども・子育て支援施設整備交付金交付要綱 5/6

22,800

（a＋b） 22,800 22,800

地
方
債

実
質
負
担

交付税措置額 15,200 -

一般財源充当額（b） 22,800

ふるさと応援基金繰入金 糸島市ふるさと応援寄附条例

年　　度 積算基礎 合計

県支出金
福岡県放課後児童クラブ室施設
整備費補助金

福岡県放課後児童クラブ室施設整備費補助金交付要綱 1/12

地方債 合併推進債 地方財政法 （充当率90%） 40%

令和６年度 千円

担当部長による
総合評価

○可也小学校は、急激な宅地開発増により児童数が増加傾向にあり、既存の2児童クラブは満杯状
態（混雑率111.5％）となり、令和3年度の入所不承諾児童は15人に上り、令和4年度には、20人以上
のスペース不足が発生する可能性がある。
○また、今後も児童数は令和11年度まで増加すると推計されており、学校の余裕教室や周辺の公
共施設を利用した児童クラブの創設は困難であることから、当該児童クラブ新設が必要であると判
断する。なお、将来児童数が減少し、2クラブで対応できるようになった場合は、一番古い可也１児
童クラブを取り壊すことで、公共施設マネジメントの観点にも沿っていると考える。

令和４年度
●委託料：設計監理委託料3,850千円+地盤調査委託料100千円+現況測量委託料200千円+樹木伐採委託
料450千円　●上下水道加入金：748千円（口径30ミリ）　●工事請負費：本体工事63,140千円+通信回線工事
41千円+遊具移設工事1,300千円　●備品購入費：1,416千円●消耗品費：893千円

72,138千円

令和５年度 千円

その他
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【事業の分類】 関連するSDGｓの目標

1

1

1

【事業の内容】

1111

1112

1113

1114

1115

未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 111

政策 その他の特色 コストの方向性

基本目標 重点課題プロジェクト 施策コード

○

子育ち・親育ちの支援の充実 コスト増大

施　策 事業種 継・新 公共施設等総合管理計画 骨格・肉付け

安心して生み育てられる環境の充実 ハード 継続

事業名 深江２放課後児童クラブ整備事業 担当部課 子ども教育部
子ども課

（教育総務課）

事業内容

既存の深江児童クラブの横に、新たに約30人分の児童クラブを建設する。
令和4年度に、設計及び建設工事を行い、令和5年度から供用開始する。
将来的に児童数が減少した場合、既存の深江児童クラブ（H11年度築）を取り
壊すとともに、余裕教室が生まれる場合は、学校との複合化も検討する。 進捗状況

・
現状

○既存の深江児童クラブは、48人分の保育ス
ペースに対し、令和3年度当初で56人が入所。
○年度当初で2人、夏季臨時入所で1人の入所
不承諾が発生。
○人口推計では令和10年度まで児童数が減少
せず、このままでは今後入所不承諾が増える見
通し。余裕教室はなく、児童が安全に移動できる
範囲に公共施設がない。

事業期間 令和4年度 会計種類 一般会計

事業目的

新たな児童クラブを整備することで、入所不承諾を解消し、
共働き世帯が安心して働ける環境をつくる。併せて、既存クラ
ブ保育スペースの3密を回避し、新型コロナウイルス感染症
予防につなげる。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

総事業費 34,401 千円
（うち市予算化分）

千円

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 24,847 千円

款 項 目

34,401

3 2 6
24,847 千円

【担当課による評価】

◆活動指標

指標 現状値
当該年度
目標値 最終目標値

入所不承諾者の人数（人） 3 0 0

◆成果指標  

指標 基準値（R1) 当該年度目標値 目標値（R7)

◆事業の必要性など

事業の必要性 ②必要な事業であり、ぜひ実施したい。

保育などのサービスが充実していると思う市民の割合（市民満足度調査） 26.5% 30.7% 40%

行政関与の妥当性 ①行政にしかできない事業である。

事業の効率性
（費用対効果）

③費用に見合う効果は期待できる。

緊急性 ①市民生活に支障が出ており、すぐに行うべき。

市民ニーズ ①非常に高い

緊急性

妥当性必要性

効率性
市民ニーズ

緊急

行政関
必要性

効率性
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市民ニーズ

緊急性

妥当性必要性

効率性

- - - -
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【事業費】 深江２放課後児童クラブ整備事業

※二段書きのうち（ ）は市の予算を通らない事業費を表す。 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
17,152 17,152

県支出金
1,715 1,715

地方債
11,000 11,000

その他
4,534 4,534

一般財源（a）

事業費（A）
34,401 34,401

主な事業費内訳
●工事請負費：30,303千円●委託
料：2,280千円●備品購入費：
1,076千円●消耗品費247千円●加
入金：495千円

従事職員数(人) 5 平均人件費

総コスト（A＋B） 77,901
総コスト
計

77,901

8,700

人件費（B） 43,500
人件費割合

(%)
55.8

財源の
種類

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等 補助率等
（地方債は交付税措置率）

国庫支出金
子ども・子育て支援施設整備交付
金

子ども・子育て支援施設整備交付金交付要綱 5/6

6,600

（a＋b） 6,600 6,600

地
方
債

実
質
負
担

交付税措置額 4,400 -

一般財源充当額（b） 6,600

ふるさと応援基金繰入金 糸島市ふるさと応援寄附条例

年　　度 積算基礎 合計

県支出金
福岡県放課後児童クラブ室施設
整備費補助金

福岡県放課後児童クラブ室施設整備費補助金交付要綱 1/12

地方債 合併推進債 地方財政法 （充当率90%） 40%

令和６年度 千円

担当部長による
総合評価

○深江小学校区は、JR沿線かつ海・山の自然に近く、非線引き区域で住宅建築が可能。そのため、子育て世帯が居住し、児
童数が増加傾向にある（H28年：247人→R3年：281人）。また、今後も児童数は令和10年度まで増加すると推計されている。
○既存の児童クラブは満杯状態（混雑率112.5％）で、令和3年度の入所不承諾が発生。今後も児童が増加するため、学校の
余裕教室を利用した児童クラブの創設は困難であり、当該児童クラブの新設が必要であると判断する。
〇なお、将来的に深江小学校児童数が減少し、児童クラブの受入数を減じることが可能となった場合は、既存の深江１児童ク
ラブを取り壊すことや学校の余裕教室との複合化を行い、公共施設の総床面積を減らすようマネジメントに努める。

令和４年度
●委託料：設計監理委託料1,980千円+地盤調査委託料：100千円+現況測量委託料200千円　●上下水道加
入金：495千円（口径25ミリ）　●工事請負費：本体工事28,512千円+通信回線工事41千円+遊具撤去工事460
千円+代替遊具新設1,290千円●備品購入費：1,076千円●消耗品費：247千円

34,401千円

令和５年度 千円

その他
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【事業の分類】 関連するSDGｓの目標

1

2

3

【事業の内容】

1231

1232

1233

1234

1235

未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 123

政策 その他の特色 コストの方向性

基本目標 重点課題プロジェクト 施策コード

保育・学校教育の充実 コスト維持

施　策 事業種 継・新 公共施設等総合管理計画 骨格・肉付け

特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出 ソフト 継続

事業名 不登校対応指導員配置事業 担当部課 子ども教育部 学校教育課

事業内容

　教員ＯＢ等、専門的な知識をもつ指導員を雇用し、前原、二丈、志摩、全地域
の中学校と必要性の高い小学校に配置し、不登校（兆候）にある児童生徒数へ
の対応や、学校で取り組む学校復帰に向けた活動を支援する。
　令和4年度から3人増員し、7人体制とし、令和4年9月補正予算で８人体制とす
る。
①不登校児童生徒の家庭訪問による状況確認・登校刺激
②校内適応指導教室における不登校児童生徒の学習支援
③不登校児童生徒の学校外施設での教育相談・学習支援等

進捗状況
・

現状

　全国的にも年間30日以上の欠席日数がある不
登校の児童生徒数は増加しており、本市におい
ても平成30年度から200人を超える状況にある。
令和3年度までに、4名の不登校対応指導員を雇
用しており、配置校では不登校状態からの改善
及び不登校の抑制に繋がっていると考えられる。

事業期間 令和4年度～令和6年度 会計種類 一般会計

事業目的
　不登校からの復帰支援を、早期かつ小中連携で行うこと
で、より効果的な支援を実現する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

総事業費 72,928 千円
（うち市予算化分）

千円

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 65,583 千円

款 項 目

72,928

10 1 2
65,583 千円

【担当課による評価】

◆活動指標

指標 現状値
当該年度
目標値 最終目標値

不登校対応指導の結果、登校する又はできるようになった児童生徒の割合 30.5% 35.0% 50%

指導員配置地域（前原、二丈、志摩地域） 1/3地域 3/3地域 3/3地域

◆成果指標  

指標 基準値（R1) 当該年度目標値 目標値（R7)

◆事業の必要性など

事業の必要性 ①非常に高い。必ず行うべきである。

行政関与の妥当性 ①行政にしかできない事業である。

事業の効率性
（費用対効果）

②費用はかかるが、それ以上の効果が期待できる。

緊急性 ①市民生活に支障が出ており、すぐに行うべき。

市民ニーズ ①非常に高い

緊急性

妥当性必要性

効率性
市民ニーズ

緊急

行政関
必要性

効率性
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3

4
市民ニーズ

緊急性

妥当性必要性

効率性

- - - - -
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【事業費】 不登校対応指導員配置事業

※二段書きのうち（ ）は市の予算を通らない事業費を表す。 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
1,093 897 897 2,887

地方債

その他
21,799 21,799

一般財源（a）
24,121 24,121 48,242

事業費（A）
22,892 25,018 25,018 72,928

主な事業費内訳
報酬、旅費、社会保険
料、共済組合

報酬、旅費、社会保険
料、共済組合

報酬、旅費、社会保険
料、共済組合

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2 平均人件費

総コスト（A＋B） 24,632 26,758 26,758
総コスト
計

78,148

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割合

(%)
6.7

財源の
種類

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等 補助率等
（地方債は交付税措置率）

国庫支出金

（a＋b）

地
方
債

実
質
負
担

交付税措置額 -

一般財源充当額（b）

ふるさと応援基金繰入金 糸島市ふるさと応援寄附条例

年　　度 積算基礎 合計

県支出金
不登校児童生徒支援強化事業補
助金

不登校児童生徒支援強化事業補助金交付要綱
2/3もしくは1,667千

円の少額の方

地方債 （充当率    ％）

令和６年度
報酬（174,999円×12月×8人）＝16,800千円、期末手当（223,124円×2回×8人）=3,570千円、旅費（37円×
96km×12月×8人）=341千円、費用弁償（5,680円×12月×8人）=546千円、共済費(人事経費）（8人分、年額
3,760,530円）=3,761千円

25,018 千円

担当部長による
総合評価

　不登校の兆候が見られはじめた児童生徒や、不登校から復帰する児童生徒に対しては、特にき
め細かな支援が必要である。しかし、現在、不登校の児童生徒は年々増加傾向にあり、学校の教職
員だけでは対応できなくなっている。きめ細やかな支援ができないまま不登校状態が長期化すると
学校復帰が難しくなるため、本事業の必要性は、非常に高い。さらに、長期不登校児童生徒の居場
所づくりも重要であり、その対応としても必要性が高い。8人体制で必要な小学校への配置が完了す
る。

令和４年度
報酬14,700千円+875千円（174,999円×5月×1人）＝15,575千円、期末手当＝3,124千円、
職員旅費299千円+18千円（37円×96ｋｍ×5月×1人）＝317千円、費用弁償478千円+29千円（5,680円×5月
×１人）＝507千円、共済費（人事経費）3,198千円+171千円（（19,113円×5月×１人+14,943円×5月×1人）
＝3,369千円

22,892 千円

令和５年度
報酬（174,999円×12月×8人）＝16,800千円、期末手当（223,124円×2回×8人）=3,570千円、旅費（37円×
96km×12月×8人）=341千円、費用弁償（5,680円×12月×8人）=546千円、共済費(人事経費）（8人分、年額
3,760,530円）=3,761千円

25,018 千円

その他
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【事業の分類】 関連するSDGｓの目標

1

2

3

【事業の内容】

1231

1232

1233

1234

1235

未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 123

政策 その他の特色 コストの方向性

基本目標 重点課題プロジェクト 施策コード

保育・学校教育の充実 コスト維持

施　策 事業種 継・新 公共施設等総合管理計画 骨格・肉付け

特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出 ソフト 継続

事業名 学校生活支援事業 担当部課 子ども教育部 学校教育課

事業内容

　家庭に閉じこもりがちな児童生徒がまずは外に出られるための「居場所」をつ
くり、市の適応指導教室や校内適応指導教室へ通えるよう、臨床心理士の支援
を受けながら不登校児童生徒の心理状況を改善する必要があり、その対応にノ
ウハウを持つ専門機関に運営を委託する形で学校外の「居場所」（糸島市フ
リースペース）を設置する。
Ｒ２：3,900千円　Ｒ３：3,160千円　Ｒ４：4,371千円

進捗状況
・

現状

　不登校者数は、平成30年度に210人、令和元
年度210人で全国よりも多い割合となっている。
　年間全日欠席や年度の途中からほぼ学校へ登
校できない児童生徒もおり、引きこもりの状況を防
止し学校復帰等へ繋げるため、自宅以外の居場
所の確保が急務となっている。

事業期間 令和2年度～令和4年度 会計種類 一般会計

事業目的
　家庭に閉じこもりがちな不登校児童生徒に対して、居場所
（フリースペース）を提供し学校復帰に向けた支援を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

総事業費 11,431 千円
（うち市予算化分）

千円

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 11,431 千円

款 項 目

11,431

10 1 2
11,431 千円

【担当課による評価】

◆活動指標

指標 現状値
当該年度
目標値 最終目標値

発達に関する相談や通級による指導を受けることができる箇所数 10箇所 11箇所 12箇所

不登校対応指導の結果、登校する又はできるようになった児童生徒の割合 30.5% 35.0% 50%

居場所の延べ利用者数 28人 300人 300人

◆成果指標  

指標 基準値（R1) 当該年度目標値 目標値（R7)

◆事業の必要性など

事業の必要性 ①非常に高い。必ず行うべきである。

Ｑ-Ｕ調査による学校生活への満足度 54.9% 58.0% 60%

行政関与の妥当性 ①行政にしかできない事業である。

事業の効率性
（費用対効果）

①わずかな費用で、大きな効果が期待できる。

緊急性 ②今行わなければ、近い将来必ず市民生活に支障が出る。

市民ニーズ ①非常に高い

緊急性

妥当性必要性

効率性
市民ニーズ

緊急

行政関
必要性

効率性

0

1

2

3

4
市民ニーズ

緊急性

妥当性必要性

効率性

- - - -
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【事業費】 学校生活支援事業

※二段書きのうち（ ）は市の予算を通らない事業費を表す。 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
134 134

地方債

その他
4,237 4,237

一般財源（a）

事業費（A）
4,371 4,371

主な事業費内訳 委託料、通信費

従事職員数(人) 0.1 平均人件費

総コスト（A＋B） 5,241
総コスト
計

5,241

8,700

人件費（B） 870
人件費割合

(%)
16.6

財源の
種類

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等 補助率等
（地方債は交付税措置率）

国庫支出金

（a＋b）

地
方
債

実
質
負
担

交付税措置額 -

一般財源充当額（b）

ふるさと応援基金繰入金 糸島市ふるさと応援寄附条例

年　　度 積算基礎 合計

県支出金
不登校児童生徒支援強化事業補
助金

不登校児童生徒支援強化事業補助金交付要綱
2/3もしくは1,667千

円の少額の方

地方債 （充当率    ％）

令和６年度 千円

担当部長による
総合評価

不登校児童生徒が年々増加傾向にあるとともに、大人の引きこもりも社会的問題となってきており、
義務教育段階での対応を行うために重要な施策と考える。
また議会においても、不登校児童生徒への施策の必要性について指摘をいただいており、本市の
不登校対応のための必要な施策である。
9月補正では、財源充当のみである。

令和４年度 委託費　4,311千円　　通信費　60千円 4,371 千円

令和５年度 千円

その他
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